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小 桜 義 明
Ⅰ 問 題 の 設 定
周知の如く, ｢尾大なる半農奴制的零細蓑井作の地盤の上に巨大なる軍事機構


















62 (424) 第111巻 第5 6号
どった日本資本主義の場合,国家の ｢主要な努力｣対象たる基本原料 として,
｢鉄 と石炭｣のはかに ｢独占段階における新たな基本原料-電気 ･化学生産物














った｣8)こと, さらに ｢明治30年代後半から明治44年電気事業法制定 (最初の議
会提出は43年)に到る時期｣で も, ｢電気事業 とくに水力発電事業 に対する国の


















































































































物 としての電気に対 する保安監督が中 Llであり,先の ｢電気事業取締規則｣をご
みても ｢その内容はさきの 『取締規則』を整備 ･拡充したもので 依然保安
取締をEl的とし産菜助成的意義をもたないOかえってその保安取締規定が厳格
すぎ電気事業の発展を阻害するものとして日本電気協会はその改正を陳情し.





















































































転が住 目される｡ これは, この間の工業動力電化における電気業の果 した衝極
的役割 とともに, El本電気業の生産手段生産部門化を/1<しているO
さらに, この電気業の発展の中で注 目せねばならないのは,発電jJにおける
水力発電の激増であるO これは, この時期における大規模水力発電 と王墓旺離送
電の成功 とい う電力技二術の発展33)(但しそれは,もっぱら楠入設備に依存している)
によるものであるが,それは又, 日本電気業の発展,電力国家政策の形成で重




7O (432) 第 111巻 第 516月

























の ｢殖産興業｣的意義の認識は, 日本電力国家政策の一応の確立の指標 とされ
る ｢電気事業法｣(1911年制定)の法案理由書の中に明白にあ らわれ てい る｡
｢而かも此間水力電気遠送事業は急激なる進歩を遂げ,電線路其他の設備上に








などで, これらは 1907年 ｢特別高圧電線路取締規則｣ に始まり, 1911年 ｢電



















重要な統制規定がみられ 中央政府における ｢フランチャイズによる 『公益事
業統御』が全国的に統一して開始された｣4B)ものとして注目される.
























工 場 数 総馬力数(馬力) 電 動 機(馬力) (%)蒸汽機関(馬力) (%)









数 を自家発電 と受電 にわけ
第 4表 規模BIJ電動機馬力数 (1909年)






















































































52) 同上. 496ペ - ノ.








依存 ･寄生 した 日本電気業 の発展 は, ま さし く国家 に よって代 位 ･補 完 され た
日本資本主義 の構造的特質 の貫徹 を示 してい るとい え よ う54)o
IV 都市 にお け る電気業統制の展開
この よ うに,1911年 ｢電気事 業法｣ の制定 に よ ってはぼ確立 され た,産業政






































57) 同上, 37-38ペ ー ジ n
日本資本主義確立期における電力国家政策の形成と都市電気業統制 (441) 79
第 8表 経 常 主 体 別 事 業 者 数
注 1) 電気鉄道は除く｡
2) ｢電気事業要覧｣弟Z9回より作成O
き継がれてい くLtlで, その公益的統制の側面は後退 し,産業政策 としての電力
政策が貫徹 してい くO これに対 し,地方 自治体の段階では,以後 もこの電柱税,
｢報償契約｣が広 く普及す るとともに,第 8蓑でみるように明治末期以降,地
方公営電気の一定 の増加をみる｡
このような, 自治体 による一連の電気業統制が この時期 に登場 した背景には,
もちろん電気業発展に伴 う社会的矛盾め地域的な集中的発現が存在するが,そ
れ とともに, 日本産業革命の展開の中での都市における商工 プルジ ョ7ジーの
発言力の強化 と近代的 プロレク l)7- 1,の増大6B)を見逃 してはならないO即ち
それは, 明治末の都市民衆運動の激発59), さらに新 しい小市民層を中心 とした



































































































































71) 逓信次官の内務次官宛の照会 (電管第5060号)｡石井賛三 ｢電灯電力電鉄及屈尿公営に関する
新研究｣1921年,18ページ.
